
第７ 外国人住民の投票資格及び請求資格

１ 外国人住民を含めて住民投票の権利の対象者とする理由

地方自治法第１０条では、市町村の区域内に住所を有する者を当該市町村の「住民」とし

ている。この「住民」は、外国人も含まれている。これは、市町村の区域内に生活の本拠で

ある住所を有する者を「住民」とするという考え方であり、国籍の如何を問うものではない

ことによる。

日本人住民と同様に、外国人住民についても市との関わりにおいてまちづくりに関係する

存在であることから、まちづくりに参加することができる。そのため、本市の区域内に住所

を有する外国人住民についても、住民投票の権利の対象者とする。

２ 住民投票の権利の対象者となる外国人住民の範囲等

外国人住民の中には、長期間の在留の意思を有しない者もいる。また、対象とされる様々

な事案について自らの意思を表明するには、一定期間、継続して本市に居住し、社会の仕組

み、文化、政治制度等の知識を身につける必要があると考えられる。

 住民投票の権利の対象者となる外国人住民の範囲

日本国籍を有しない者であって、次のいずれかに該当する者を対象とする。

ア 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例

法（平成３年法律第７１号）に定める特別永住者

イ 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）別表第２の上欄に掲げる永

住者の在留資格をもって在留する者

ウ 出入国管理及び難民認定法別表第１又は別表第２の上欄に掲げる在留資格をもって

在留する者（イの者を除く。）のうち住民票が作成された日から引き続き３年以上本市

の住民基本台帳に記録されている者

（市民検討懇話会での主な意見）

● 日本語を一定程度理解できなければ、特定の事柄について正確に判断することは難しい。

日本語の理解が難しいようであれば、投票資格を認めることは妥当ではない。

● 住民投票が実施されるのは、まちの大きな問題についてである。多少、日本語が理解でき

なくても何らかの情報は入るため、投票に支障はない。

● 外国人住民について年数を要件としているのは、「我が国に在留する外国人のうちでも永

住者等であってその居住する区域の地方公共団体と特段に緊密な関係を持つに至ったと認

められるもの」という最高裁判所裁判例を意識した部分もあるのではないか。



 投票資格者名簿の被登録要件における外国人住民の年齢要件及び住所要件

投票資格者名簿の被登録要件としての年齢要件及び住所要件については、日本人住民の

場合と同様に「２０歳以上」、「３か月」とする。

 外国人住民の投票資格者と請求権者

投票資格者と請求権者については、日本人住民の場合と同様に「住民投票の投票資格を

有する者は、住民投票の請求資格を有する」こととする。

 外国人住民の投票資格者名簿への登録方法

住民基本台帳に記録されている基本事項は、地方公共団体の住民に関する事務処理の基

本として「住民の利便の増進」や「行政の合理化に資する」ため、他の事務への利用をあ

らかじめ想定している。そのため、外国人住民の投票資格者名簿への登録についても、住

民基本台帳に記録されている外国人住民の個人情報を利用することが可能である。

外国人住民についても、日本人住民の場合と同様に、地方公共団体の住民に関する事務

として住民基本台帳から対象者を抽出し、投票資格者名簿に登録する。
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